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――東ヨーロッパにおける「一帯一路」戦略の現況――
は じ め に
　₂₀₁₂年 ₄ 月ポーランド訪問の折，温家宝首相が提案した「₁₆＋₁」の構想を受けて，同年₁₀月第
₁ 回「₁₆＋₁」首脳会議がワルシャワで開催された．中・東欧の旧共産圏₁₆カ国の首相が参集し，
李克強首相の演説を聴き，バイラテラルでインフラ援助の合意を結び，その方針を歓迎した．中
国がインフラ投資などを実施し，通商と経済の発展をはかってくれるというのである．当時ユー
ロ危機下の金融危機と不況に苦しんでいた中・東欧諸国にとって，中国主導の「₁＋₁₆」ではあっ
ても，諸手を挙げて歓迎したのは当然であった．翌年，習近平政権が「一帯一路イニシアティブ
Belt & Road Initiative: BRI」を発表すると，「₁₆＋₁」はその一環に位置づけられた．
　「₁₆＋₁」の下で中国のインフラ投資が中欧やバルカンの諸国で活発に実施されてきた．その概
要は拙稿［₂₀₁₈］において説明したが，個々のプロジェクトについては触れていない．だが，BR
戦略を子細に評価するには各地域での展開状況を明らかにする必要がある．本稿では，EBRD（欧
州復興開発銀行）のエコノミスト Jens Bastian［₂₀₁₇］およびジェトロ・ブリュッセル事務所が₁₈
年 ₃ 月にまとめたレポートを利用して拙稿［₂₀₁₈］を補完し，中・東欧における「一帯一路」戦
略について一段の掘り下げを行いたい．併せて，₁₈年 ₇ 月ブルガリアの首都ソフィアで開催され
た「₁₆＋₁」首脳会議の位置づけを試みる．
　Ⅰで₁₆カ国をグループ分けし，Ⅱで西バルカン諸国，Ⅲでその他諸国における中国のプロジェ
クトを紹介する．Ⅳで EU の西バルカンへの新たな対応である EU 加盟方針を紹介する．Ⅴで第
₇ 次「₁₆＋₁」首脳会議について紹介し，「₁₆＋₁」のあり方が問われる岐路に立っているとの認識
　は じ め に
Ⅰ　「₁₆＋₁」の中・東欧₁₆カ国
Ⅱ　BRI のギリシャおよび西バルカン ₅ における展開
Ⅲ　他の「₁₆」諸国における中国のインフラ投資の展開（₂₀₁₆／₁₇年）
Ⅳ　西バルカン諸国の EU 加盟について
Ⅴ　岐路に立つ「₁₆＋₁」
　む　す　び
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を示す．むすびで総括する．
Ⅰ　「₁₆＋₁」の中・東欧₁₆カ国
Ⅰ− 1 　16カ国のグループ分け
　₂₀₁₃年に打ち出した「一帯一路（One Belt One Road: OBOR or Belt and Road Initiative: BRI）」
戦略を中国の習政権は「南南協力」と位置づけている．「南」とは発展途上国を指す．発展途上国
の中国が世界の発展途上国のインフラ（交通関連やエネルギーなど）の建設を助けて通商を活発に
し，経済成長を引き上げる，“win-win” の経済協力プロジェクトだというのである．
　中国の途上国支援の歴史は長い．たとえば，アフリカ支援は毛沢東時代から続いている．しか
し，「一帯一路」における「南南協力」はリーマン危機・ユーロ危機による欧米の弱体化・新自由
主義の挫折を見据えて，自国の体制の方が勝っていると認識した中国が中国流の世界秩序構築へ
向けて踏み出した新しい段階であった．そのような認識は胡錦濤時代末期に生じて習近平時代に
引き継がれた．中国の戦後史において，毛沢東時代（建国），鄧小平時代（富国），そして習近平時
代（強国）の ₃ 段階認識を天児₁）は示しているが，この第 ₃ 段階において，それまで世界各地で実
施してきた途上国支援を「南南協力」の「一帯一路イニシアティブ」という新たな世界政策にま
とめて打ち上げたのである．
　だが，BRI 戦略はユーラシアの西端に豊かな西欧が存在してはじめて可能となるプロジェクト
である．₂₀₁₇年に中国発のコンテナ貨物列車₃₆₀₀台が西に向かい，₁₆年比で倍増したというのだが，
その主たる行き先は西欧諸国である．中国から年間₃₅₀₀億ユーロ超を輸入する EU が西端にある
がゆえに，これだけの数のコンテナ列車が動く．西欧がなければ，「一帯」のコンテナ貨物列車も
「一路」の海運も成り立たないのである．
　「₁₆＋₁」の₁₆はヨーロッパの新興国・途上国₁₆カ国，いずれも旧共産圏の国々である．大きく，
₁₁の EU 加盟国と ₅ の非加盟国に分かれるが，地域ごとに特徴が違っている．北からグループご
とに示しておこう（表 ₁ を参照）．
［ ₁ ］　バルト ₃ 国：旧ソ連の共和国でソ連崩壊時に独立し，EU に₀₄年加盟した．
［ ₂ ］ 　ヴィシェグラード ₄ （V⊖ ₄ ）（ポーランド，チェコ，スロバキア，ハンガリー）：中欧 ₄ カ国は
旧ソ連の衛星国で，EU の方針に対抗してまとまることが多い．₁₉₉₀年代半ば以降，西欧のみ
でなく日韓などからも巨額の FDI（海外直接投資）を受け入れて，₁₆カ国の中で経済発展度は
スロベニアと共にもっとも高い．今日，失業率もきわめて低く，労働力不足となっている．
₁ ）　天児彗［₂₀₁₈］．
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　第 ₃ グループはバルカン ₉ カ国であるが，ビザンツ帝国，次いでオスマン・トルコ帝国に数世
紀にわたって支配された過去がある．「ヨーロッパ文明から取り残された地域」との見方もある．
次の ₃ つのサブグループに分かれる．
［ ₃ ］ 　西バルカン ₂ ：スロベニアは旧ユーゴスラビア連邦の工業国（共和国），₉₁年独立へ動き，
連邦解体のさきがけとなった．₀₄年 EU 加盟，₁₆カ国の中でもっとも国民一人当たり GDP が
高い．クロアチアも旧ユーゴの共和国で，ボスニア戦争で被害を被ったが，₁₃年 EU に加盟
した．両国共にカトリック主体のキリスト教国である．
［ ₄ ］ 　東バルカン ₂ ：ルーマニアとブルガリアは共産主義時代の個人独裁国家が崩壊し，市場経
済化・民主化を進めて₀₇年 EU に加盟した．しかし，民主主義のレベルは EU 基準を満たし
表 1　東欧₁₆カ国（グループ別）の人口と GDP 等概要（₂₀₁₇年）
国名
人　口
（千人）
GDP
（億€）
一人当たり GDP
人口密度
（ ₁ ） （ ₂ ）
E
U
??
₁₁
??
バルト ₃ 国
エストニア ₁,₃₁₆ ₂₀₉ ₄₇.₅ ₆₉.₁ ₂₉
ラトビア ₁,₉₆₁ ₂₅₀ ₃₈.₁ ₆₀.₂ ₃₀
リトアニア ₂,₈₆₉ ₃₈₆ ₄₀.₂ ₇₀.₅ ₄₅
V⊖ ₄
ポーランド ₃₈,₄₂₇ ₄,₂₄₃ ₃₃ ₆₄.₁ ₁₂₃
チェコ ₁₀,₅₆₄ ₁,₇₄₄ ₄₉.₃ ₈₁.₂ ₁₃₄
スロバキア ₅,₄₃₁ ₈₁₀ ₄₄.₅ ₇₂.₆ ₁₁₁
ハンガリー ₉,₈₁₅ ₁,₁₂₄ ₃₄.₂ ₆₃.₆ ₁₀₆
西バルカン ₂
スロベニア ₂,₀₆₅ ₃₉₆ ₅₇.₅ ₇₇ ₁₀₃
クロアチア ₄,₁₉₄ ₄₅₆ ₃₂.₄ ₅₄.₅ ₇₄
東バルカン ₂
ルーマニア ₁₉,₇₆₀ ₁,₆₉₆ ₂₅.₆ ₅₄.₅ ₈₃
ブルガリア ₇,₁₅₅ ₄₇₄ ₁₉.₈ ₄₄.₆ ₆₄
₁₁カ国合計 ₁₀₃,₅₅₇ ₁₁,₇₉₀ ― ―
????
西バルカン ₅
モンテネグロ ₆₂₁ ₃₈ ₁₈.₁ ₃₉ ₄₄
セルビア ₇,₀₅₇ ₃₄₁ ₁₄.₄ ₃₄.₃ ₉₂
マケドニア ₂,₀₇₈ ₉₉ ₁₄.₂ ₃₃.₈ ₈₀
アルバニア ₂,₈₈₆ ₁₀₈ ₁₁.₁ ₂₇.₉ ₁₀₀
ボスニア ₃,₈₅₁ ₁₅₀ ₉ ― ₇₆
₅ カ国合計 ₁₆,₄₉₃ ₇₃₆ ― ― ―
₁₆カ国合計 ₁₂₀,₀₅₀ ₁₃,₁₀₉ ― ― ―
参考：EU₂₈ ₅₁₁,₂₆₆ ₁₄₈,₂₁₀ ₈₆.₅ ₉₈.₂ ₁₁₉
参考：ユーロ圏 ₃₄₀,₁₂₇ ₁₀₇,₄₁₀ ₉₄.₃ ₉₈.₂ ―
参考：中国 ₁,₃₈₂,₇₁₀ ₁₀₁,₃₃₉ ₂₁.₉ ― ₁₄₄
　注） ₁ ．一人当たり GDP は EU₁₅＝₁₀₀とした指数（EU₁₅：₂₀世紀 EU 加盟₁₅カ国）
　　　 ₂ ．一人当たり GDP（ ₁ ）はユーロ表示，同（ ₂ ）は購買力平価（PPP）表示．
　　　 ₃ ．「ボスニア」はボスニア・ヘルツェゴビナ．₂₀₁₆年のデータ． ₄ ．人口密度は，人 /k㎡．
出所）Eurostat. ボスニアは日本外務省その他より数値を収拾して筆者作成．
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ておらず，EU 加盟国としての権限に制約を課されている．宗教は多様だが，ルーマニアはカ
トリック教，ブルガリアは正教が最大の人口を抱える．
［ ₅ ］ 　西バルカン ₅ ：EU 未加盟で，国民一人当たり所得が₁₆カ国の中でもっとも低い．北から順
にボスニア・ヘルツェゴビナ（以下，ボスニアと表示），セルビア，モンテネグロ，マケドニア．
これら ₄ カ国は旧ユーゴスラビアの共和国であった（セルビア・モンテネグロ共和国から後にモ
ンテネグロが独立）．残るアルバニアは共産主義時代も独立国で，スターリン主義や毛沢東主
義などその政治路線は独自の道を辿ったが，₂₀₀₉年 EU 加盟を申請し，同じ年に NATO に加
盟した．なお，セルビアから独立したコソボ（アルバニア系住民が多い）はセルビア，中国な
どが承認せず，「₁₆」に含まれない．バルカン諸国の商工会議所の会合などには非公式に参加
することもある．
Ⅰ− 2 　一帯一路国際協力フォーラム（2017年 5 月）
　₂₀₁₇年 ₅ 月₁₄／₁₅日北京で，一帯一路国際協力フォーラム（The Belt and Road Forum for 
International Cooperation）が習近平主席の主催で開催され，一帯一路プロジェクトに関わるヨー
ロッパ諸国が参加した．ロシア，トルコ，ギリシャ，ポーランド，セルビア，チェコ，スイス，
イタリア，スペインの大統領ないし首相が参加した．フォーラムは，政策協調，インフラプロ
ジェクトの発展，貿易リンクの促進および金融協力に焦点を合わせていた．
　中国政府は₃₀カ国政府との間で経済・貿易協定に調印したが，その中にはボスニア以外の西バ
ルカン ₄ が含まれており，また「₁₆＋₁」メンバー諸国との間に多数の協定が結ばれた₂）．農業協
力，工業パーク，中小企業協力，鉄道近代化と，セルビアのテレコム設備へローン協定，光ファ
イバー網建設などである．
　中国とのやりとりを総括して，欧州復興開発銀行（EBRD）のエコノミスト，Bastian［₂₀₁₇］ 
は次のようにいう．西バルカン ₅ にとって中国の取り込みはロシアとトルコの関与に対するヘッ
ジとなる．それら諸国は，EU か中国か，あるいはロシアか中国かという ₂ 元的な選択ではなく，
中国を追加的な経済パートナーとして捉えている₃）．
Ⅱ　BRI のギリシャおよび西バルカン ₅ における展開
　バルカン・ルートは₂₀₁₅／₁₆年に約₁₀₀万人もの難民が通過して，ドイツに向かった，あの難民
移動によってその存在と重要性が示された．「一帯一路」のバルカン・シルクロードはそのルート
₂ ）　Bastian, Jens［₂₀₁₇］, pp. ₅⊖₆.
₃ ）　Ibid., p. ₇.
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とかなり重なっている．Bastian［₂₀₁₇］はそれに関わる「一帯一路」プロジェクトを詳細に調査
している．これに依拠して，中国のギリシャおよび西バルカン ₅ へのインフラ投資の実態を見て
おこう．
Ⅱ− 1 　ギリシャ：BRI 欧州展開の橋頭堡
　習近平主席は，「（ギリシャは）ヨーロッパでもっとも信頼できる友人」と述べた．₂₀₀₈年ギリ
シャ政府（カラマンリス政権）は，同国最大のピレウス港（アテネ近郊）のコンテナ港ターミナル
整備をコスコ（Cosco：中国遠洋運輸集団）に委ねたが，コスコは期待を上回る実績をあげた．ギリ
シャ政府は中国への信頼を強め，₁₅年成立した SYRIZA 左翼政権もそれを引き継いだ．コスコ・
ヘラス（子会社）は₁₆年国有のピレウス港公社（PPA: Piraeus Port Authority）から₅₁％，次いで
₆₇％の株式取得を行い，中国コンテナ貨物を扱うロジスティクス拠点港となったピレウス港の支
配権を得た．ピレウス港はバルカン・シルクロードの入り口，重要拠点となっている．
　中国は並行して北部テッサロニキ港など他のギリシャ港湾，イタリアやスペインなどの地中海
港湾をコンテナ港として整備し，港湾ネットワークを構築している．中国開発銀行，中国輸出入
銀行の資金が投入されている．
　ピレウス港にはクルーズ港も整備された．₁₇年 ₅ 月，COSCO Shipping は中国東方航空とチャー
ター便契約を結び，中国人観光客を運び始めた．同港はエーゲ海とアドリア海のクルーズにより
ギリシャ中国間の観光業発展のインフラともなっている．
　表 ₂ によれば，コンテナ輸送など中国の海運インフラ投資は₁₄年に集中し，₁₅年にはエネルギー
関連，とりわけ発電・送電事業を開始，₁₇年には中国国家送電会社（StateGridCC：SGCC）がギ
リシャ送電国有企業 ADMIE の多数株取得に向けて第一歩を踏み出した．
表 2　中国企業のギリシャへの主要なインフラ投資（₀₉年以降）
年
中国
企業
ギリシャ
企業
部門
価　額
（億€） 投資状況 投資形態等
₂₀₀₉ COSCO PPA 輸送／海港 ₆.₇₈ 完了 営業権契約
₁₄ 開発銀行 CostaMare コンテナ輸送 ₁₁ 完了 公的貸付
輸出入銀行 TCB 同上 ₃.₄ 完了 海運インフラ
ICBC LDS 同上 ₄.₉ 完了 同上
CNAT VSM 同上 ₁.₅₈ 完了 海運ロジ
₁₅ CNAT TE エネルギー ₈.₈ MoU 発電所
₁₆ COSCO PPA 輸送／海港 ₂.₈₀₅ 完了 多数株保有
₁₇ SGCC ADMIE エネルギー／
電力
₃.₂ 第 ₁ 段階
終了，継続
₂₄％株保有
（₆₆％獲得権）
合計 ₄₂.₄₇
　注）CNAT （China National Aero Technology）, SGCC （State Grid Grid. Corp of China）.
出所）Bastian, Jens［₂₀₁₇］, p. ₁₀.
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　中国は発電・送電事業を文字通り全世界で展開しており，₂₀₁₃年から₁₈年 ₂ 月までの投資額は
₄₅₂₀億ドル，将来的に世界₁₀₀カ国を送電網でつなぐという．SGCC は₂₀₁₇年 Fortune₅₀₀リスト
でウォルマートに次ぐ第 ₂ 位，中国の送電計画の中軸に位置する．すでにコンゴで発電した電力
をヨーロッパに海底ケーブルで送っている．またポルトガル，イタリアの送電網を取得しており，
将来ギリシャとこれら諸国とをつなぐ方針である₄）．
　中国企業はすでにギリシャ不動産の大口の買い手となり，保険・銀行サービスへも進出してい
る．
　ギリシャの対中国貿易は₂₀₁₅年，輸出₂.₇億ドル，輸入₂₈.₇億ドルであり，貿易額は西バルカン
₅ で最大のセルビアの ₂ 倍の規模である．輸入は輸出の₁₀倍以上，極端な片貿易だが，ギリシャ
経済の発展への貢献は大きく，将来への期待もある．またギリシャの貿易は圧倒的に EU 相手で
あり，中国のシェアは小さいこともあり，貿易赤字は大きな問題とされていないようである．
　地中海港湾の急速な整備とそれらのネットワーク化はヨーロッパ最大のロッテルダムやそれに
次ぐハンブルク，アントワープなどの主要港湾に脅威と受け止められるようになってきた．中国
に組立工場を持つ多数の欧米多国籍企業がロッテルダムなど北部港湾からからピレウス港に荷揚
げ港を変更する可能性があるからである．すでに，米国ヒューレット・パッカード社は中国で組
み立てたコンピュータの一部を「一帯」の新ランドブリッジ（ウルムチからカザフスタンのホルゴ
ス・首都アルマトイを経由してモスクワ→ミンスク→ワルシャワ→ベルリンへとつなぐ）のコンテナ貨
物としてヨーロッパに送っている．習近平政権はこの輸送に補助金を出すなど全面的に支援して
おり，同社は政権の顔を立てているとの見方もある．そうだとすれば，バルカン・シルクロード
が整備されれば，海上コンテナ貨物をロッテルダムからピレウスに転換する可能性もある．オラ
ンダ，ドイツ，ベルギーなどにとって心配の種であることは間違いない．
　Bastian［₂₀₁₇］のいうように，中国は金融力を使い，リスクを取って，ギリシャへの長期投資
を成功させた．アテネの政界・産業界に信頼を得ている．EU のどの先進国も，ギリシャでそのよ
うな行動を取ることはなく，中国のような成果をおさめてこなかった．
Ⅱ− 2 　西バルカン諸国におけるインフラ建設の状況
　バルカン・シルクロードは図 ₁ のように，ピレウス港を出発点とし，マケドニア，セルビアを
北上して，ハンガリーの首都ブダペストに至る．地図上では₁₃₀₀～₁₄₀₀km ほどのルートである．
コンテナ貨物をトラックと鉄道でつなぐ計画であり，高速道路や鉄道を建設する．最北部の
₃₅₀km，ベオグラードからブダペストまでは高速鉄道を建設して ₃ 時間半でつなぐ計画である．
₄ ）　Financial Times, “Chinaʼs plan to connect the world”, July ₈, ₂₀₁₈.　なお，ドイツでも₅₀Herz 株
₂₀％保有の bid を行った（₁₈年 ₅ 月）．
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西バルカン ₅ などは，ピレウス港からブダペストまでを鉄道でつないで欲しいとの要望ももって
いる．このシルクロードの幹線から東西へも高速道路が延びて，バルカン全域を結ぶ交通ネット
ワークへの発展が現地では期待されている．以下では，Bastian［₂₀₁₇］によりながら，主要な建
設プロジェクトを確認する．
　Ⅱ⊖ ₂ ⊖ ₁ 　マケドニア
　アレキサンダー大王の歴史を重視する当該地域にとって，マケドニアという名称には問題が多
いようである．ギリシャはマケドニアを名乗ることを認めておらず，公には FYR マケドニア
（Former Yugoslavia Republic of Macedonia）と呼ばれる．本稿ではマケドニアと表示する．
　マケドニアの貿易（₂₀₁₆年）を見ると，EU との間で　₇₂億ユーロ，₆₅％に対して，対中国は₄.₂
億ユーロ，₃.₈％にすぎない．輸出₄₃₀₀万ユーロに対し，輸入は₃.₈億ユーロ，ほぼ ₁ 対 ₉ の輸入超
過である．
　ピレウス港を出発して北上するバルカン・シルクロードは，マケドニアに入り，首都スコーピ
エを経て，セルビアに向かう．₂₀₁₄年₁₂月，中国・ハンガリー・セルビア・マケドニアの税関の
間で，「通関円滑化協力枠組み協定」が締結された．ピレウス港とセルビアを結ぶマケドニアはバ
ルカン・シルクロード計画の要衝であるから，「₁₆＋₁」により中国から，高速道路建設，鉄道近
代化など有利な条件を引き出している（表 ₃ ）．
図 1　バルカン・シルクロード
出所）Bastian［₂₀₁₇］, p. ₄.
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　Ⅱ⊖ ₂ ⊖ ₂ 　セルビア
　ロシア・中国は，₉₉年の NATO によるコソボ空爆に反対するなど，ヨーロッパ共産主義の崩壊
以後もセルビアとの友好関係を維持している．₂₀₀₉年セルビアは中国と「戦略的パートナーシッ
プ協定」を結び，中国国有銀行の融資を受けて，輸送部門の改善が進んだ．₂₀₁₄年には第 ₃ 回「₁₆
＋₁」首脳会議を首都ベオグラードで開催した．
　₂₀₁₆年のセルビアの貿易相手国は，輸出入合計では，EU（総額₁₀₉億ユーロ，シェア₆₄％），ロシ
ア（₁₉.₇億ユーロ，シェア₆.₄％），ボスニア（₁₅.₃億ユーロ，シェア ₅ ％）と続き，中国は第 ₄ 位（₁₄
億₆₉₀₀万ユーロ，シェア₄.₈％．西バルカン ₅ で最高額）であった．対 EU₂₈では，セルビアの輸入
₁₀₉億ユーロ，輸出は₈₉億ユーロであって，貿易収支不均衡は割合として比較的小さい．対中国
は，輸入₁₄億₄₇₀₀万ユーロ（シェア ₈ ％，セルビア第 ₂ 位の輸入国），対中輸出はわずか₂₂₀₀万ユー
ロと，極度の片貿易である．これはインフラ投資に伴って中国から大量の建設資材（鉄鋼，セメン
ト，プラスチックなど化学品，セラミック，建機等）が輸入されて輸入額が極端に大きくなっている
のであろうが，驚かされるほどの不均衡である．
　中国にとってセルビアの市場は小さいが，古くからの友邦である．セルビアは EU，ロシア，ト
ルコと貿易協定を結んでおり，貿易の連結性に優れる．また，中国との間にビザ無し制度が₁₇年
から有効となっている₅）
　セルビアに対する中国の主要な投資と貸付を見ると（表 ₄ ），すでに₀₈年から公的貸付が始まり
（貸付は香港の金融機関によるものも含む），それが度重なって，₁₆年までに₁₅億ユーロを超えている
（ベオグラード・ブダペスト間の高速鉄道に対応する「₁₀億以上」を除く）．₁₄年にはダニューブ河に
かかる Mihajlo Pupin 橋を中国の貸付によって建設したが，中国国有企業が担当し，₂₀₀人の中国
₅ ）　Bastian［₂₀₁₇］, pp. ₂₀⊖₂₁.
表 3　中国企業のマケドニアへの主要な投資（₂₀₀₆年以降）
年 中国企業 部門 価額（億€） 投資状況 投資形態等
₂₀₀₆ 中国国際水力電力会社 水力発・送電 不明 完了 水力発電プラント
₁₀ 鄭州 Youtong　Group 公共輸送 不明 完了 ₂ 階 建 て バ ス Scopie
供与
₁₄ ① 　Sinohydro Corp ＋
Eximbank
自動車道路建設
₁₁₀km
₅.₇₄ 継続中
₁₇年末終了
① 　Kicevo-Ohriid-
Miladenovic-Sti
② 　中国鉄道車両会社
CRRSC
鉄道 ₀.₅EBRD
保証ローン
完了 ② 　電気機関車・鉄道
近代化
₁₇ CRRSC 電車 不明 継続 ₁₄年投資への追加投資
合計 ₆.₄
　注）₂₀₁₀年，バス₂₀₂台を供与（トルコで組み立て）．CRRSC：China Railway Rolling Stock Corp.
出所）Bastian［₂₀₁₇］, p. ₁₇.
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人労働者が作業を行った．中国のインフラ投資部門での過剰生産能力と余剰化した労働者とがセ
ルビアの地で稼働したわけである．
　₁₆年の Smederevo 鉄鋼所の近代化投資はよく言及されている．中国の HeSteel グループが買収
し，更新工事を実施した．セルビアは₂₀₁₂年 EU の加盟候補国となり，EU の環境ルールや競争法
ルールなどに準拠しなければならないが，それによれば，セルビア政府の補助金はこの中国企業
による買収額の半分以下でなければならず，一時買収に赤信号が灯ったこともあった．買収でき
なければ，同社は倒産に追い込まれていたはずで，先進国準拠で厳しすぎる EU ルールが問題視
された．倒産寸前だった同社は中国の最新技術によって輸出企業に転換したという．
　ベオグラードに₁₇年中国銀行の支店（ブダペスト支社の支店）が開かれた．中国のセルビア重視
を示す事例である．銀行活動はまだ行っていないが，バルカン・シルクロード建設や関連事業を
支援すると思われる．
　₁₆年にはベオグラード・ブダペスト間の₃₅₀km（うちセルビアは₁₈₀km）を ₃ 時間半で結ぶ高速
鉄道建設について公的貸付が行われたことになっているが（表 ₄ ），ハンガリーは EU の公開入札
ルールを守らなければならず，欧州委員会の調査が入って，工事着手は₂₃年に延期されており，
表 ₄ では「進行中」と書かれているが，工事はセルビア側でもまだ始まっていない．両首都の間
の航空便はわずかに週 ₂ 便という．また両首都の間にはすでにバス便が運賃一人当たり₃₅ユーロ
で運行しており，果たして高速鉄道がペイするのか，ハンガリーで公開入札となったとき中国企
業が落札できるのかなど，不明な点が多い．
　₁₇年には上海市とベオグラード市の間で地下鉄建設の覚書が取り交わされた．そのほかにも，
表 4　セルビアに対する中国の投資と貸付（₂₀₀₈年以降）
年 中国企業 部門 価額（億€） 投資状況 投資形態等
₂₀₀₈ 公的貸付 小売り ₀.₃₂ 完了 Belmax Trade Center
₁₁ Wolong Group Motor & Control Systems 不明 完了 Sever Company
₁₂/ 公的貸付 エネルギー ₂.₉₃ 進行中 Kostlac 火力発電所
₁₄ ₆.₀₈ （褐炭火力）
₁₄ 公的貸付 ダニューブ河 Mihajlo
Pupin 橋
₂.₆ 完了 橋建設［中国人労働者
₂₀₀人］
₁₅ Mei Ta Industrial 自動車産業 ₀.₆ 完了 Obernovac
₁₆ 公的貸付 Corridor ₁₁ 建設 ₃.₅ 進行中 越境ハイウェイ建設
HeSteel Group Steel Smederevo ₀.₄₆ 進行中 近代化投資
公的貸付 鉄道建設（₁₈₀km） ₁₀億以上 進行中 高速鉄道 Bel-BP
₁₇ Bank of China 銀行業（中国銀行ベオグ
ラード支店）
不明 完了 グリーンフィールド投
資．支店網
上海市 ベオグラード地下鉄建設 MoU ₂ 年以内着工
合計 ₂₆.₆₁
出所）Bastian［₂₀₁₇］, p. ₂₂.
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セルビア北部の鉄道トンネルや高速道路建設が協議中である．多くの公的貸付がセルビアになさ
れているが，返済に充てるべき利益は出ているのか，セルビア政府の将来の返済能力は大丈夫な
のかなど不安が残る．もっとも，セルビアの財政赤字は₁₄年の₆.₆％（GDP 比）から₁₅年には₃.₇％，
₁₆年は₁.₇％に改善，₁₇年から黒字転換が見込まれている．
　Ⅱ⊖ ₂ ⊖ ₃ 　ボスニア・ヘルツェゴビナ
　ボスニアにはロシア（エネルギー部門），トルコ（中小企業），湾岸諸国（不動産・ショッピングセ
ンター）などから直接投資が行われており，中国も計画段階などを含めると，₂₀億ユーロを超える
インフラ投資を表明している（表 ₅ ）．
　ボスニアはボシュニャク人（モスレム人），セルビア人，クロアチア人からなる多民族国家であ
る．これら ₃ 民族は外見では区別がつかず，言語も方言程度のわずかな違いというが，歴史的経
緯もあり，₁₉₉₀年代のボスニア内戦では敵味方分かれて戦闘を繰り返した．その歴史を引きずり，
「セルビア人共和国」と「ボスニア・ヘルツェゴビナ連邦」に分かれ，かつ ₁ つの中央政府をもつ．
それぞれの構成体が政府や議会をもついびつな体制で，権限分割状況もはっきりしない部分があ
り，政府機能としても問題を抱える₆）．
　表 ₅ の ₆ 億ユーロの自動車道路建設はセルビア人共和国［Srpska（RS）］大統領の独断ともいわ
れ，ディナルアルプス山脈の山岳地帯で地形的にも無理のある計画だという．中国側もボスニア
での事業の進展を難しいと見ているようだ．₁₇年までに実現したのは，₃.₅億ユーロの火力発電所
だけである．
　アメリカのシンクタンク CSIS（Center for Strategic and International Studies: 戦略国際問題研
₆ ）　梅原季哉［₂₀₁₅］，₅₆ページなど．
表 5　ボスニア・ヘルツェゴビナに対する中国の主要な投資（₂₀₀₉年以降）
年 中国企業 企業／当局 部門 価額（億€） 投資形態 投資状況
₂₀₁₄
－
₁₇
Gezhouba Group
+GEPDI
Electroprivreda
BiH, Tuzla
火力発電所
エネルギー
₇.₂₂ ₁₅％共同投資
EPBBiH
₈₅％貸付
中国輸出入銀行
枠組協定
貸付保証要求
₁₅ Sinohydro
Eximbank
Autoptevi
Republic of 
Srpska （RS）
輸送 ₆ 自動車道建設
＋
貸付
計画段階
（Srpska 大 統
領独断？）
₁₅ 開発銀行
Dogfang EC
Stanari EFT
Doboj, RS
エネルギー
₃.₅
公的貸付＋
火力発電所
完了
（唯一）
₁₅ Dogfang EC　＋
ICBC（工商銀行）
Banovic エネルギー ₃.₈₈ 火力発電所
炭鉱オペ
入札手続き進
行中
合計 ₃.₅
出所）Bastian［₂₀₁₇］, p. ₂₇.
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究所）の調査に依拠して，フィナンシャル・タイムズが発表した中国の東欧諸国への投資額では，
ボスニアが最大で₃₅億ドルを超えている（図 ₂ ）．これはアナウンスメント額，つまりこれだけイ
ンフラ投資すると公式にあるいは現地ジャーナリズムなどによりアナウンスされた額（コミットメ
ント額および貸付計画のみも含む）である（FT, November ₂₈, ₂₀₁₇.）．セルビアとマケドニアの数値
は表 ₃ ，表 ₄ に近いが，ボスニアは実施額との差が余りに大きい．アナウンスメント額だけでな
く実施額も示す必要があろう．
　また，図 ₂ でバルト ₃ 国に対する中国の投資額はいずれもゼロである．理由は不明だが，ある
いは中国のロシアに対する配慮を示すものかもしれない．ロシアは旧ソ連領だったバルト ₃ 国に
軍事的挑発を続けている（NATO 軍が防衛）．中国が台湾に武力侵攻するときには，陽動作戦とし
てバルト ₃ 国にロシア軍が侵攻するという噂も流されているからである．
Ⅲ　他の「₁₆」諸国における中国のインフラ投資の展開（₂₀₁₆／₁₇年）
　ジェトロ・ブリュッセル事務所は₁₈年 ₃ 月，中国の EU 諸国に対する FDI（海外直接投資）とイ
ンフラ投資（両者は一部重なる）の実態調査の結果を発表した₇）．本節ではこの資料を元に，Ⅱで
取り上げた以外の「₁₆」諸国に対する中国のインフラ投資の実態を見てみたい．ただ，ジェトロ
の調査は₂₀₁₆年と₁₇年に限定されている．
₇ ）　ジェトロ・ブリュッセル事務所［₂₀₁₈］．
図 2　中国の「₁₆」に対するインフラ投資額（₂₀₁₂⊖₁₆年，単位：₁₀億ドル）
ボスニア
チェコ
ルーマニア
セルビア
ハンガリー
モンテネグロ
マケドニア
アルバニア
ポーランド
クロアチア
ブルガリア
エストニア
ラトビア
リトアニア
スロバキア
スロベニア
0 1 2 3 4
出所）CSIS; FT researchより筆者作成.
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Ⅲ− 1 　バルカン半島諸国における中国のインフラ投資
　インフラ投資は，アルバニア，モンテネグロ，ブルガリア，ルーマニアにおいて表 ₆ のように
展開している．
　アルバニアでは首都ティラナ空港の運営主体 TIA を完全買収し，₂₀₁₇年までの運営権を獲得し
た．モンテネグロでは橋の再建に中国が寄付，また₁₇年₁₁月にブダペストで開催された第 ₆ 回
「₁₆＋₁」首脳会議で，中国とモンテネグロの首相が高速道路の第 ₂ 期工事およびその他のプロ
ジェクトについて関心を表明し，また協力深化を確認した．
　ブルガリアに対しては，負債に苦しむブルガリア国鉄（BDZ）に ₃ 億ユーロを投資，₁.₃億は
BDZ の負債支払，₁.₇億を電車・ディーゼル車の調達にあてる．観光客向けスマートシティの建設
は₁₄年に発表された．ホテル，カジノ，会議場，ショッピングモール，オフィスを含んだ複合施
設を ₃ 年間で建設，₁₅億ユーロの効果と₁₈₅₀人の雇用をもたらすとされたが，計画は停滞し，₁₇
年 ₅ 月 ZTE がプロジェクトへの投資を表明した．だが，ZTE はアメリカとの貿易摩擦により₁₈年
経営が一時的に苦境に陥るなどしており，先行きは不透明である．
　トラキア経済特区の開発は，中国と中・東欧諸国の農業協力促進団体が主体となって，「₁₆＋₁」
表 6　その他のバルカン諸国に対する中国の主要な投資・建設＆案件提案（₂₀₁₆年から）
年 国 中国企業 形態 内　　容 価額（億€） 備考
₁₆ アルバニア 中国光大集団 買収 ティラナ国際空港運営主体 TIA
を買収（₁₀₀％）
非公開 ₂₇年まで
運営権
₁₇ モンテネグロ 中国政府 建設 タラ河にかかる橋の再建
バール・ベオグラード間
₂₆₅万€ 寄付
中国交通建設 建設 高速道路の第 2期工事で両国首
相関心表明
17年「16＋ 1 」首
脳会議
中国路橋工程 提案 両国がエネルギー・輸送・観光，
農業などで協力深化確認
同上
₁₇ ブルガリア 中国中車 提案 ブルガリア国鉄に負債支払い
（₁.₃億），電車・ディーゼル車
（₁.₇億）
₃ 億€ 車両組み立て工場
建設
ZTE 建設 観光客向けスマートシティ
「セント・ソフィア」プロジェ
クトへの支援
14年発表後停滞．
ZTEが投資表明
協力団体 建設 トラキア経済特区「E コマース，
物流ハブ・パビリオン」が開所
非公開 農業で多国間協力
₁₇ ルーマニア 中国広核集団
CGN
提案 チェルナボーダ原発 ₃ ・ ₄ 号機
建設
₇₂億€ 企業設立
（CGN₅₁％保有）
中国華電集団 提案 ロビナリ火力発電所に石炭
火力発電施設600MW
非公開 14年合弁会社設立
に合意
中国華信
能源 CFFC
買収 CEFC が KMG インターナショ
ナル買収（₅₁％）
₆.₈億＄
出所）ジェトロ［₂₀₁₈］₁₃⊖₃₂ページより筆者作成．同じ年に ₃ つの案件がある場合， ₂ 番をゴシックにした．
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の農業協力センターをソフィアで制度化すると表明されていたが，まだ実現していないようだ．
ソフィア首脳会議のコミュニケ（“The Guidelines”）では， 第 ₂ 項の（₁₀）から（₁₄）までかなりの部分
を農業関係が占めているが，ソフィアの協力センターへの言及はない₈）．なお，中国のケムチャイ
ナは単独の買収としては中国最高額の₄₆₀億ドルでスイスの農業コングロマリット・シンジェンタ
の買収を₁₈年に終了しており，その農薬などの輸出先の ₁ つとして₁₆カ国を見ている可能性があ
る．
　ルーマニアに対しては，国営原発事業者ヌクレアアレクトリカと中国広核集団（CGN）の間で
₁₅年₁₁月に覚書を調印，チェルナボーダ原発 ₃ 号機， ₄ 号機（それぞれ₇₂₀MW）の建設について₁₇
年に交渉継続を確認した₉）．しかし，₁₈年 ₇ 月のソフィア首脳会議で原発の建設が進んでいないと
政府出席者から不満が表明されている₁₀）．また，CFCC による KMG インターナショナル買収は，
ルーマニア近隣の旧共産圏諸国で石油製品販売，ガソリンスタンド経営を手がけるロムペトロル
（ルーマニア最大の製油精製所を保有）に KMG は₄₈％出資し，ルーマニア政府は₄₄.₇％出資してい
る．その KMG インターナショナルを CFFC が買収することで，東バルカン一帯の石油関連事業
を支配下に置くことになる．
Ⅲ− 2 　西バルカン 2およびハンガリーにおける中国のインフラ投資
　中国企業傘下のスロベニア企業 SHS アビエーションはマリンボル空港の運営事業者エドバル
ド・ルスジャン空港運営主体を₁₆年末₇₀₀万ユーロで買収したが，経営権はスロベニア政府が所有
していた．SHS アビエーションは₁₅年間の経営権供与の代償としてスロベニア政府に毎月₉.₅万
ユーロを支払う．マリンボル空港施設の改修などに ₆ 億₆₀₀₀万ユーロの設備投資を行う．この投
資は中国建築集団傘下の中国建築工程が請け負うことになっている．SHS アビエーションはスロ
ベニアに子会社，ベルギーに関連会社（買収₁₆年 ₉ 月）を保有しており，貨物・旅客の航空サービ
スを東西の拠点から進める予定である（表 ₇ ）₁₁）．
　クロアチアでは中国の電池メーカー駱駝集団が EV スタートアップ企業リマッチ・アウトモビリ
に₃₀₀₀万ユーロを投資した．EV 部品・技術獲得を目指している．
　中国の電池・電気自動車（EV）事業最大手の比亜迪（BYD）はヨーロッパ EV バス市場への本
₈ ）　₂₀₁₈年 ₇ 月 ₉ 日に発表された The Sofia Guidelines for Cooperation between China and CEECs によ
る．
₉ ）　ジェトロ・ブリュッセル事務所［₂₀₁₈］，₁₉ページ．
₁₀）　Reuters World News, July ₄  ₂₀₁₈. そこでは「スロバキアの政府関係者が₆₀億ユーロの ₂ 機の原発建
設の合意が得られないと言っている」，と述べているが，中国とスロバキアの間に原発建設計画はないの
で，ルーマニアを指していると思われる．
₁₁）　ジェトロ・ブリュッセル事務所［₂₀₁₈］，₁₃ページ．
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格参入を目指しフランス，モロッコ，ハンガリーで生産拠点構築を始めている．ハンガリーのコ
マーロムで₂₀₀₀万ユーロを投資し，EV バス生産拠点（年産₄₀₀台）を発表した．将来は小型乗用車，
フォークリフト組み立てにも進出し，英仏向けのバス車体製造も行うとしている．ハンガリー政
府はマジャール・テレコム傘下の企業（TV・ネットサービス）の中国企業による管理までを許可し
ているが，公共放送までを中国企業に委ねているのは₁₆カ国の中でもハンガリーだけである．
Ⅳ　西バルカン諸国の EU 加盟について
Ⅳ− 1 　EUの方針転換――セルビア，モンテネグロのEU加盟の可能性――
　西バルカン ₅ のうち， ₄ カ国は EU 加盟候補国である．マケドニアは₂₀₀₅年，モンテネグロは
₂₀₁₀年，セルビアは₂₀₁₂年，アルバニアは₂₀₁₄年に候補国として承認された．ボスニアは₂₀₁₄年
EU 加盟を申請したが，まだ加盟候補国に認められていない．
　EU はリーマン危機後にユーロ危機に陥り，しかも拙劣な緊縮財政政策によって自らの首を絞め
た．このユーロ危機の最中，₁₂年 ₄ 月に中国は「₁₆＋₁」を提案して同年₁₀月に首脳会議をスター
トさせ，翌年それを「一帯一路」戦略に組み入れたのである．₁₄年に就任したユンケル欧州委員
会委員長は同年，「当分 EU 拡大はありえない」と表明している．リーマン危機からユーロ危機へ
と続く長期危機により EU は拡大どころではなくなっていた₁₂）．
　EU とりわけ西北欧にはバルカン諸国への抜きがたい不信もあった．西バルカン地域に対して，
政治不安・難民流出・テロ・麻薬運搬などへ疑惑の眼が向けられ，ボス支配，弱体民主主義（ガバ
ナンス弱体），賄賂と汚職というマイナス・イメージも一部には根強く，しかも観念的だけでなく
体験的にもそうした文化現象を知っている．西バルカン諸国は工業のシェアが低く，産業競争力
₁₂）　拙稿［₂₀₁₆］においてこれらの危機について詳細に説明した．
表 7　西バルカン ₂ とハンガリーに対する中国の主要な投資・建設＆案件提案（₂₀₁₇年）
クロアチア 中国路橋
工程 CRBC
建設 クロアチアと飛び地をつなぐ
ペリエシャッツ橋建設入札
₂₀.₈億
クナ提案
₂.₄km 橋，₂₂
年完了予定
駱駝集団 投資 電気自動車メーカーに投資 ₃₀₀₀万€ EV 投資
スロベニア SHS
Aviation
買収 マリンボル空港運営主体買収．
₁₅年間の運営契約
₆.₆億€ 設備投資
ハンガリー BYD 建設 電気バス組立工場開所式
年産₄₀₀台
₂₀₀₀万€
₃₀₀人雇用
将来輸出用
バス車体製造
中国中東欧
合作基金
買収 マジャール・テレコムは傘下のイ
ンテビルを売却．評価額₂.₂億ユー
ロ．TV・ネットサービス提供
非公開
出所）ジェトロ［₂₀₁₈］₁₅，₁₆，₂₃⊖₂₇ページ．
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が弱い， ₂ 桁の高失業率にインフラは欠如し，₁₉₉₁年～₂₀₀₁年のユーゴ内戦によってインフラの
修復も等閑にされていた．EU 加盟を認めれば，EU 諸国は西バルカンに膨大な支援が必要になる
かもしれない．このように多次元のマイナスの事態を EU 側が敬遠した面も強かった．逆に，中
国はそこにチャンスを見たのである．
　歴史的に見ても旧共産圏諸国には親ロシア，親中国の国民感情が残る．セルビアはとくにその
伝統が強い．₉₉年コソボ戦争において NATO 軍の空爆を ₃ カ月にわたって受け，ついにコソボ独
立への動きを止めることができなくなった．それでも，₂₀₀₃年の世論調査では EU 加盟支持が
₇₀％を超えた．だが，EU が「非拡大」を表明した後の₁₅年には加盟支持率は半減し，ロシアとの
関係重視の声が強まった．国民感情の底流に，EU が押しつける市場化・民主主義化への反発があ
るといわれている．
　加盟候補国になると，EU から「加盟前援助」を得ることはできるのだが，その前提として，民
主主義に向けた構造改革を迫られる．経済支援プロジェクトの受け入れに際して，EU の環境基準
など「環境・安全・社会」を守るコストを突きつけられる．EU や先進国の途上国に対する貸付機
関（世界銀行や欧米の開発金融機関など）の過大な要求は，途上国が中国の「一帯一路」戦略に飛
びつく一大要因となっていた．この点は新自由主義時代の行き過ぎた要求ということができる．
先進国は共通して反省し，途上国の要求に沿った援助体制を再構築すべきだ．先進国にそのこと
を強く印象づけた点では「一帯一路」は歴史的な役割を担ったといえるであろう．
　だが，「₁₆＋₁」によって中国のプレゼンスが東欧で拡大し，ギリシャやハンガリーは EU の中
国批判の方針に公然と反対して，たとえば国連での EU 演説（中国の人権批判）を阻止し，あるい
は南シナ海の中国による軍事化に対する EU の中国批判を食い止めるなど，意図的に EU 分裂行
動をとるようになった．「₁₆」の一部の国は中国の「核心的利益」に追随傾向を示している．「₁₆
＋₁」によって西バルカン諸国の中国依存は強まっており，ヨーロッパ分断の現状が固定化・強化
されかねない．EU は「非拡大」の方針を見直さざるをえなくなった．₁₈年初めに EU は方針を転
換し，セルビア・モンテネグロに₂₅年をメドとして EU 加盟を承認する可能性を提案した₁₃）．
　西バルカン ₄ カ国（EU 加盟候補国）の国民一人当たり GDP の推移を ₅ 年ごとに見てみよう（図
₃ ）．図では，₂₀世紀に EU に加盟した₁₅カ国（EU₁₅）の一人当たり GDP の加重平均値（ほぼ EU
先進国の平均水準）を毎年₁₀₀とし，その水準に対する毎年の各国の一人当たり GDP（ユーロ表示）
を図の下部に示している．₂₀₁₅年では西バルカン ₄ カ国のレベルは₁₀と₂₀の間にある．つまり，
EU₁₅の ₅ 分の ₁ から₁₀分の ₁ というきわめて低い水準だ．図の上部は購買力平価（PPP）で測っ
た値をプロットしている．各国の物価水準を考慮して，EU₁₅に対する各国の生活水準を示す指数
である．こちらだと，西バルカン諸国の物価は低いので，₁₅年で₂₇から₃₉に高まる．
₁₃）　European Commission［₂₀₁₈］.
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　図 ₃ で右肩上がりになると，EU 先進諸国へのキャッチアップ，右肩下がりは格差拡大を示す．
EU 経済が順調だった₂₀₀₀年代にかなり急激にキャッチアップした（リーマン・ショックにより₁₀年
と₀₉年の値はほぼ同じ）．次にユーロ危機で EU 経済が落ち込むとキャッチアップは停止し，EU 経
済が再上昇をとげた₁₆年から₁₈年にかけて再びキャッチアップしている（₁₈年，₁₉年の値は₁₈年春
時点の推測値，予想値）．つまり，西バルカン諸国の経済は EU 経済と密接に連結しており，EU が
経済成長している時期にはキャッチアップしているのである．₂₀₁₀年代の中国の経済成長率低下
（いわゆる「新常態」）とは連結していない．輸出依存度を考えれば，ごく自然の結果ではある．
西バルカン地方はヨーロッパでもっとも工業化の遅れた地域であり，製造業が GDP に占める割合
はモンテネグロでは ₅ ％以下である（図 ₄ 参照）．山岳地域の₆₀万人の小国ではユーゴスラビア連
邦の下でも工業化は進まなかったのである．他の小国も割合は低く，セルビアも₁₆％にとどまる．
インフラ投資も基本的に重要だが，国境を撤廃した EU 単一市場に参加するのは，規模の問題へ
の一つの対策になりえるかもしれない．
　他方で，EU 加盟にはコペンハーゲン基準を満たさなければならない．民主主義や法の支配など
EU の基本的価値を承認する「政治的基準」，市場経済が機能し加盟後競争力を維持できることを
条件とする「経済的基準」，EU 法をすべて受け入れる「法的基準」の ₃ つを満たさなければなら
ない．経済的基準だけでも₂₅年加盟は厳しいのだが，新方針をもとに EU が西バルカンへの支援
強化へ動く可能性もある．ドイツとフランスなどの間に意見の相違は残るが，マケドニアとアル
図 3　西バルカン ₄ カ国の国民一人当たり GDP（EU₁₅＝₁₀₀）
　注）₂₀₁₉年は₁₈年春時点の予想値．
出所）Statistical Annex of European Economy, Spring ₂₀₁₈ より筆者作成．
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バニアにも EU 加盟の可能性を与えようとする動きも出ている．
Ⅴ　岐路に立つ「₁₆＋₁」
Ⅴ− 1 　EU27カ国の駐中国大使およびドイツ商工会議所の「一帯一路」批判
　EU の欧州委員会は₂₀₁₈年 ₇ 月の EU 中国首脳会議に向けた準備の一環として，北京駐在の
EU₂₈カ国の大使に「一帯一路」を評価する報告書を依頼した．欧州委員会は「一帯一路」に対す
る EU の共通の立場を築くための戦略文書作成の一環として，駐中国大使の報告書を求めたので
ある．ハンガリーを除く₂₇カ国大使の報告書の内容について，ドイツ新聞ハンデルスブラット（日
本の日経に類似の経済専門日刊紙）が ₄ 月に伝えた．
　「一帯一路」プロジェクトは自由貿易を損ない，補助金を受けた中国企業にのみ利益をもたらす
などと批判した．中国は自己の利益に合うようにグローバル化を形成しようとしている．同時に，
BRI は過剰生産の削減，新たな輸出市場の創出，原材料アクセスのセーフガードといった中国国
内の政治目的を追求するものである，とも述べている．
　₁₈年 ₂ 月にはドイツ商工会議所とドイツ貿易投資機関（政府機関）の合同の報告書が発表された
が，そこでは，一帯一路政策は法的枠組みの不確かな政治不安定国に集中している傾向が強い．
過去に中国の国営銀行に資金を供給されたプロジェクトの約₈₀％は中国の企業に行ってしまって
いる，と指摘している₁₄）．
₁₄）　“EU ambassadors band together against Silk Road”, in: Handelsblatt, April ₁₇, ₂₀₁₈.
図 4　東欧諸国の製造業（GDP 比，％．₂₀₁₆年）
出所）Grieveson et al.［₂₀₁₈］, p.₁₂.
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　これら両方の報告書は，中国は公共調達の透明性に興味がない，WTO のグレイな分野につけ込
むことに巧みで，ルールを破ることにためらいを感じないと，批判している．
　トランプ米政権は，中国による先端技術などの知的財産権への侵害が不公正貿易にあたるとし
て，₅₀₀億ドル規模の中国製品に₂₅％の追加関税を課すことを決め，まず₃₄₀億ドル分を₁₈年 ₇ 月
₆ 日に発動した．追加措置も発表されている．この中国に対するいわゆる「貿易戦争」に関して，
中国政府は EU に圧力をかけ，双方が WTO を通してアメリカに対し協調行動をおこす案も提案
した．中国メディアは EU との連携を伝えている．しかし EU 側は， ₇ 月₁₆／₁₇日の EU 中国首
脳会議において，中国側の案を退けた．EU の外交筋は「米国が中国に持っている不満のほぼ全て
について EU は同意している」として，知的財産権侵害や中国に進出した EU 企業への規制・強
制についてアメリカ政府と立場は同じであるとの認識を伝えた₁₅）．
Ⅴ− 2 　「一帯一路」戦略における期待と現実とのギャップ
　₂₀₁₇年 ₃ 月 EU のヨーロッパ議会は「₁₆＋₁」を批判する短い文書を発表し，中国には「₁₆」発
展の長期ヴィジョンがなく，「₁₆」側に「期待とのギャップ」が生じている，と指摘している₁₆）．
　「₁₆＋₁」に中国が期待したのは，リーマン危機対応の ₄ 兆元投資を源に盛り上がりすぎて膨大
な過大投資を生み出し，過剰な生産能力と過剰な生産物の巨大な山を作りだした事態への対策で
あった．van de Ven［₂₀₁₆］がいうように，「₁₆＋₁」の動機は，①中国とヨーロッパの間の貿易
フローを加速，②中国の開発系銀行の貸付ポートフォリオの拡張（信用格付けが上がる），そして③
巨大国有企業が海外で儲けの出る契約を獲得するのを支援する，であった₁₇）．端的に表現すれば，
過剰生産物を輸出し過剰生産能力を海外で稼働させる．インフラ投資関連の過剰のはけ口として，
インフラ不足の東欧にも援助を展開したのである．「一帯一路」プロジェクトは全世界の途上国に
向けた同様のプロジェクトであった．
　新自由主義下のグローバル化時代には経済発展から取り残された多くの途上国がインフラ不足・
インフラ投資資金不足に悩んでいたから，中国の過剰とそれら諸国の不足は相補う．中国の判断
は的確であった．だが，海外インフラ投資が進展した後に，それをどの方向に発展させるのか，
中国の長期ヴィジョンは不明確である．
　インフラ構築を続けて世界の発展途上国の支持を獲得し，中国的世界秩序を構築していき，覇
権国としてアメリカと対峙するという展望が，「一帯一路」の地政学的長期戦略といわれている．
だが，中国の過剰生産能力が海外インフラ投資で徐々に吸収されていけば，中国にとって短期的
課題は解決に向かう．₂₀₁₇年には過剰生産物である鉄鋼とセメントの中国国内価格も上昇しだし
₁₅）　ロイター，ワールド，「中国，米通商政策大綱で EU に連携働き掛け＝欧州当局者」，₂₀₁₈年 ₇ 月 ₄ 日．
₁₆）　European Parliament［₂₀₁₇］, China, the ₁₆+ ₁  cooperation format and the EU, March.
₁₇）　van de Ven, Johan［₂₀₁₆］, pp. ₂₁⊖₂₂.
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た．そうなれば，中国の投資の収益性や貸付の返済などの問題が表面化し，それらを無視してい
くらでもインフラ投資を続けるわけにはいかなくなる．
　中国の投資家はヨーロッパにエレクトロニクス，ソフトウェア，EV など自動車関連，金融など
の分野でハイテク技術やブランドを求めているが，中・東欧諸国がそれらを備えた企業等を保有
しているわけではなく，アフリカのような鉱物資源もない（ルーマニアの石油はあるものの）．提供
できるのは低賃金立地くらいで，投資家にとって魅力に乏しいから，民間の直接投資は長続きし
ない．しかも，「₁₆」の貿易は圧倒的に EU 依存であり，インフラ投資によって中国との貿易が長
期的に成長する可能性は低い．₂₀₁₈年のソフィア・サミットではこうした諸問題がはっきりと表
面に現れてきた．
　「一帯一路」戦略に中国が込めた長期的な期待は地政学であって，インフラ投資と通商関係の発
展によって発展途上国の支持を得て，中国的世界秩序を構築し，覇権国アメリカに対峙する．そ
のために，アジア = ヨーロッパ = アフリカの相互連結関係（interconnectivity）を強化するという
長期戦略はまことに雄大であるが，短期戦略のタイムスパンと噛み合っていない．双方の間の
ギャップは埋められていない．上述したヨーロッパ議会文書の「中国の長期ヴィジョン」の欠如
とはそのギャップにほかならない．
　しかも，短期的課題への対応も限界を見せ始めている．中国開発銀行は融資対象の₇₀％が国内
プロジェクトであるが，外国プロジェクト向けの融資を専門的に扱う中国輸出入銀行に融資プロ
グラムの問題が色濃く認められる．中国輸出入銀行が₂₀₀₈年に報告した融資の焦げ付きはごくわ
ずかだったが，₂₀₁₅年と₂₀₁₆年には年間₅₀億ドル超に跳ね上がった．中国財政部は₂₀₁₅年，中国
開発銀行と中国輸出入銀行に対して総額₉₀₀億ドルを超える資本を，ほぼ均等に注入したが，資本
注入前の自己資本比率は，開発銀行が ₉ ％弱，輸出入銀行はわずか₂.₂₆％だった₁₈）．
　中国の銀行は BRI 融資で多くの場合，融資先との直接交渉で融資を決めるので，融資条件は必
ずしも明確ではなく，借り手が債務を数値化するのも，中国の政策銀行がリスク資産を正確に評
定するのもおそらく難しいはずだ．中国輸出入銀行は東欧だけでなく，アフリカ，中央アジア，
中南米など世界中で中国のインフラ投資に融資しており，その負担の一部は中国財政からの拠出
にならざるをえない．バタイネ／ベノン／フクヤマ［₂₀₁₈］は，中国の融資プログラムは破綻に
瀕しているが，先進国はそれを傍観するのではなく，行動を起こさなければならないと主張して
いる₁₉）．
Ⅴ− 3 　第 7回「16＋1」首脳会議（ソフィア）における中・東欧諸国の対応
　「₁₆＋₁」首脳会議は₂₀₁₈年 ₇ 月 ₆ ／ ₇ 日，ブルガリアの首都ソフィアで開催された．₂₅₀以上の
₁₈）　ブラッシュ・バタイネ／マイケル・ベノン／フランシス・フクヤマ［₂₀₁₈］，₆₃ページ．
₁₉）　同上論文，₆₄ページ．
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中国企業と中・東欧の₇₀₀人を超えるビジネス関係者が，首脳会議と並行して開催される経済
フォーラムに参加した．オブザーバー・ステータスのギリシャ，オーストリア，ウクライナ，EU
なども恒例通り招待された．首脳会議は毎年₁₀月ないし₁₁月に開催されてきたが， ₇ 月になった
ので十分な準備時間がとれないなど，出席者から批判が出た₂₀）．
　今回の首脳会議は次のような多様な問題への対応を迫られていた．①「₁₆＋₁」の経済的な成果
が乏しい，②「₁₆＋₁」が EU 分断を強めているとの批判は「₁₆＋₁」の当初からあったが，最近
ブリュッセルだけでなく，ベルリン，パリなどで特に強まっている，③新しいメンバーについて，
④会議のコミュニケの問題，⑤次回の首脳会議の時期と場所．
　とりわけ，①は₁₆カ国側にとって深刻な問題であった．「₁₆＋₁」は中国側がその成果を鳴り物
入りで宣伝して始まったが， ₇ 年経ってもサクセスストーリーは₁₆カ国のいずれからも生まれて
いない．フォーラム，フェア，組織などは増えているが，肝心の経済成長・対中国貿易・中国の
投資など，最近は停滞している．ハンガリーやチェコなど，中国賛美の国を別として，「₁₆＋₁」
の経済効果への疑問が広がっていたのが，第 ₇ 次首脳会議の最大の特徴といえる．
　ポーランドは中国のインフラ建設が環境保護，公共入札，その他の EU ルールに違反している
と公然と批判を述べた．ポーランドでは中国に依頼した高速道路建設が樹木伐採などで EU の環
境保護ルールに違反したため，ポーランド政府が工事を差し止めたこともある．図 ₂ によれば，
ポーランドへの中国の投資は ₂ 億ドル程度，₄₀₀₀万人の大国にとっては物足りない額であろう．₁₆
カ国の首相を一堂に集めて李克強首相が方針を示すやり方は現地やヨーロッパ全域で中国の権威
を高めるための方法であるが，ポーランドはソフィアに首相を送らず，副首相が出席した．
　上述したように，中国は₂₀₁₇年の「₁₆＋₁」首脳会議で多数の事業を提案し，あるいは約束した
が，それが順調に実施されていないとの批判・疑問も，ソフィア首脳会議で提出された．
　「₁₆＋₁」に関して現地でも，①中国人労働者が仕事を請け負うので，現地の雇用が少ない，②
現地政府の債務累積への不安，③進出してくる中国企業は民間企業も含めて中国政府の代理のよ
うだ，④中国は EU ルールを無視してインフラ投資を進める（公開入札方式をとらず契約企業に直
接中国の銀行が貸付を行う），などの不満・不安ははじめからあった．第 ₇ 次首脳会議では，そうし
た「₁₆＋₁」のプロジェクトあるいは首脳会議そのものに対する批判が公然と提出された．初めて
のことである．
　「一帯一路」戦略による中国の国際関係構築は，東アジアでは経済と政治，時には軍事までが結
びつくその強引なやり方に対して警戒感が高まっている．オーストラリアやインドは経済面の利
益供与はある程度受け入れつつもとりわけ厳しい目を向け始めた．中・東欧ではもっぱら経済面
₂₀）　ソフィア首脳会議に関する叙述は，Reuters, Euroactiv, The Diplomat など，新聞記事や情報誌によ
る．
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で相手国の要求を受け入れ比較的速やかにインフラ投資を実施するそのスピードへの評価も高い
ものがあった．しかし，ソフィア首脳会議はそうしたムードの転換を初めて公然化させた．「EU
分断」に対する厳しい批判に対して，中国は EU 重視を宣言せざるを得なかったが，それは，
ルールや「規範」を無視してインフラ投資を進めてきた中国路線への批判に結びつく．中国がこ
れまでの方式を EU ルール寄りにすぐに変更するとは思えないが，先行きを再考すべき分岐点に
さしかかったといえよう．
　関連して，将来の「₁₆＋₁」加盟国の追加が話題になった．ギリシャは首脳会議の終了時に，こ
こ数年正式参加を希望していたウクライナとともに，正式メンバーに加わりたい意向を表明した．
加えて，ベラルーシ，モルドバ，さらにオーストリアも正式参加の強い希望をもっていると受け
止められている₂₁）．EU 加盟国（ギリシャ，オーストリア，あるいはその他の国も）の参加へ進むの
か，EU 非加盟の東欧 ₃ カ国を加えるのか，将来の課題となっている．
Ⅴ− 4 　「16＋1」の「岐路」に関わる諸要因
　₁₈年 ₇ 月のソフィア首脳会議では「₁₆＋₁」が岐路に立っていることが明らかになった．岐路は
次のように拡大して認識することが可能である．
　第 ₁ に，ポーランドを先頭に中国のインフラ投資の少ない北部諸国の不満が高まっている．EU
加盟国なので EU ルールが賦課されており，そのルールを無視してインフラ投資を展開する中国
方式の問題点もこれら諸国は強く感じている．
　第 ₂ に，中国の過剰生産能力の処理が進み，その圧力が緩和されると，中国側としては採算を
度外視してバルカン諸国でインフラ投資を続ける意義が低下するが，投資受入国の要求は留まる
ところを知らない．全世界的な BRI の展開により中国輸出入銀行のバランスシートは急激に悪化
し，中国財政からの資金支援で支えられるようになっている．採算度外視の大盤振る舞いは制限
せざるをえないであろう．
　第 ₃ に，中国には BRI の長期戦略として雄大な地政学的野望がある．ヨーロッパの経済成長や
アフリカの一段の経済発展のためには EU との間で長期にわたって密接な協力が不可欠である．
₂₁）　ウィーン国際経済研究所（wiiw）は₁₈年 ₆ 月のレポートにおいて，「過去の墺中外交協力と両国覚書お
よび第₁₉回中国共産党全国代表大会における習近平主席のヴィジョンを念頭において」，次のように中国
との協調行動の深化を提案している．①マルチモーダルな輸送インフラ協力では高速鉄道をブダペスト
からウィーンへ延伸，ブダペストの貨物ハブへの補完となる．②過去₁₀年にオーストリアへの中国人観
光客は ₃ 倍となった勢いを維持するため，ビザ取得の容易化・墺中直行航空便増便・ユーラシア横断観
光列車をマドリードやロンドンにリゾート地開発．③ CAI（EU 中国包括的投資協定）の促進と「一帯一
路」の中・東欧での評価広報拡大．④ EV 技術協力，₁₈年 ₁ 月の長城モーターのオーストリア進出を追
い風にオーストリア主導でヴィシェグラード ₄ およびスロベニアに EV 部品生産ネットワークを形成．
⑤ ICT 技術協力．⑥西バルカン向けの中国オーストリア投資銀行設立．⑦オーストリア人の中国語学習．
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ところが，「₁₆＋₁」により，中国はギリシャやハンガリーのような中国の核心的利益に追随する
事実上の従属国を作りだし，EU 分断を強めるのに成功した．EU にとって困った事態になってい
る．他方で，ユーラシア BRI の成功は EU あるいは西欧の繁栄に大きく依存している．トランプ
米政権が中国の覇権志向に対して攻撃的な方針を続ける時代に，EU 統一の分断を続けて EU の不
興を買えば，アメリカと EU の連合を強めかねない．大局的に中国にとって有利な話にはならな
いであろう．「何のための EU 分断か」，と中国が自問自答することになるかもしれない．
　第 ₄ に，「₁₆＋₁」の発展は EU の西バルカンへの拡大を誘発する非常に重要な要因だった．ひ
とまず₂₀₂₅年を加盟の一つのメドとしているが，この EU 拡大も将来の「₁₆＋₁」のあり方にさま
ざまな影響を与えずにはすまない．
　第 ₅ に，債務累積によるモンテネグロの返済能力が問題視されている．アメリカのシンクタン
ク Center for Global Development は₁₈年 ₃ 月のレポートで，BRI による借入返済に大きなリス
クを抱える ₈ カ国を特定した．ジブチ，ラオス，モルジブ，パキスタンなど債務返済問題がすで
に顕在化しているアジア・アフリカの国と並んで，モンテネグロがある．同国の対外政府債務
（GDP 比）は₁₆年₇₈％，₁₈年予想は₈₁％（世銀予想は₈₃％）である．主たる債務はモンテネグロの
Bar 港とセルビアを結ぶ高速道路で，₁₄年に₁₀億ドルの第一期工事が開始され，中国輸出入銀行が
その₈₅％を融資した．金利 ₂ ％， ₅ 年の支払い猶予期間が付いて，₂₀年間返済である．工事は ₃
期にわたるが，表 ₆ のように，第 ₂ 期について₁₇年「₁₆＋₁」首脳会議で中国・モンテネグロ両国
首相が「関心」を表明している．だが，第 ₂ 期以降非常に優遇的な融資が行われない限り，モン
テネグロはデフォルトすると IMF は予想している₂₂）．「₁₆」の一国にでもデフォルトが生じれば，
プロジェクト全体に深刻な影響を及ぼす可能性が高い．
む　す　び
　「₁₆＋₁」プロジェクトの下で，中国のインフラ投資は，①交通関連（自動車道路・高速道路，鉄
道敷設，鉄道近代化，橋梁建設，空港運営・航空貨物サービス，市バス提供，地下鉄建設など），②エ
ネルギー関連（火力・水力・原子力の発電所建設と送電，石油製品販売ネットワークなど），③技術・
ハイテク（EV 部品スタートアップ支援），④製造業テコ入れ（製鋼所近代化投資，車両組立工場な
ど），⑤サービス業（観光客向けスマートシティ建設，大型ショッピングセンター建設，銀行支店な
ど），⑥その他（赤字国鉄への金融支援，炭鉱のオペレーション支援）など，非常に多岐にわたって
いる．
　バルカン・シルクロード建設と密接に関連するギリシャでは，①ギリシャ諸港と地中海諸国の
₂₂）　Gruebler, Julia et al. ［₂₀₁₈］, pp. ₁₀⊖₁₄ 参照．
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コンテナ港を結ぶコンテナ貨物ネットワークの構築，送電，クルーズ港整備と観光業，不動産業・
金融サービスへの進出など，大胆な投資を行い，ギリシャ政財界の支援を受けてさらなる発展を
目指している．
　「₁₆＋₁」はグローバル化時代の経済発展に取り残され，とりわけリーマン危機以後に深刻なイ
ンフラ問題に直面していたギリシャや東欧諸国（特にバルカン諸国）のインフラ投資需要をかなり
の程度充足し，この時代の途上国に一定に貢献を行い，新たな途上国支援のあり方を世界に明示
した．アフリカやアジアでもそのような投資に消極的になっていた先進国に代わって途上国の要
求に応えた．これは「一帯一路」イニシアティブの歴史的役割であり，新自由主義・グローバル
化時代以降の先進国の途上国援助政策に反省を迫るものであった．
　他方で，「岐路」に関する節で指摘したように，「₁₆＋₁」に関わる諸問題が浮かび上がってき
た．「₁₆＋₁」は今日「岐路」に立たされていると捉えることができよう．
　「₁₆＋₁」が崩壊ということはないのだが，習近平主席が唱える「一帯一路は人類のために共有
する将来の共同体」という理想を傷付けることになる．中国への途上国の信頼がダメージを受け
るのは明らかだ．ヨーロッパの「₁₆＋₁」批判も強まるであろう．中国はどう対応するのか．
　より開放性の高い融資を EU の公的インフラ投資を担う EIB（欧州投資銀行）や EBRD と大規
模に共同するなど，新しい道もあり得る．「₁₆＋₁」の行き先は現時点では予想が難しい．さらに
追究を続けたい．
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